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茨城県内の労働災害発生状況（平成 30 年確定値） 

～死傷災害、死亡災害ともに増加～ 
 

茨城労働局（局長 福元 俊成）は平成30年の茨城県内の労働災害発生状況（確定

値）を取りまとめました。 

 

○ 休業４日以上の死傷者数 ： ３，１２０人 

平成29年に比べ210人（7.2％）の増加 

○  死亡者数 ： ２４人 

平成29年に比べ５人（26.3％）の増加 

 

１ 休業４日以上の死傷災害発生状況 

県内の休業４日以上の死傷者数は、長期的には横ばいの傾向でしたが、平成30年の

死傷者数は3,120人（前年より7.2％増）で、２年連続の増加となりました（資料

１）。 

（１）業種別でみると 

製造業が894人（前年比44人、5.2％増加）、次いで商業415人（同37人、9.8％増

加）、陸上貨物運送事業394人（同１人、0.2％減少）、建設業330人（同50人、

13.2％減少）となり、この４業種で全体の約７割を占めています（資料１）。 

 （２）事故の型別でみると 

①「墜落・転落」が579人（前年比13人、2.1％減少）と最も多く発生し、業種別で

みると、陸上貨物運送事業139人（同７人、5.3％増加）、製造業111人（同８

人、7.7％増加）、建設業87人（同50人、36.4％減少）となっており、この３業

種で全体の約６割を占めています（資料２）。 
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  ②「転倒」については542人（前年比15人、2.8％減少）と「墜落・転落」に次いで

多く発生し、業種別でみると、製造業140人（前年比４人、2.8％減少）、小売業

69人（同16人、18.8％減少）、次いで社会福祉施設61人（同13人、27.1％増

加）、飲食店34人（同２人、6.3％増加）、陸上貨物運送事業32人（同６人、

23.1％増加）となっており、この５業種で全体の６割を占めています（資料

２）。 

  ③ 次いで、「はさまれ・巻き込まれ」が436人、「動作の反動・無理な動作」が同

数で436人となっています（資料２）。 

２ 死亡災害発生状況 

県内の死亡災害は24人で、前年の19人と比較して５人（26.3％）増加しました 

（資料３）。 

（１）業種別でみると、 

建設業10人（全体の41.6％）、陸上貨物運送事業４人（同16.6％）、製造業３人

（同12.5％）、小売業２人（同8.3％）その他で５人となっています（資料４）。 

（２）事故の型別でみると 

「墜落・転落」が６人（全体の25.0％）「激突され」と「交通事故」が３人（同

12.5％）、「転倒」、「飛来・落下」、「感電」が２人（同8.3％）となっていま

す（資料４）。 

平成30年に発生した死亡災害の具体的な事例については、「平成30年死亡災害事

例」のとおりです（資料５）。 

 

３ 茨城労働局の対応 

平成31年度は、業種別で労働災害の死傷者数が多い製造業、建設業、陸上貨物運送

事業、小売業などを重点とするほか、事故の型別で多く発生している墜落・転落、転

倒、死亡災害が多発傾向にある交通労働災害についての対策を推進します。 

具体的には、 

（１）製造業は、機械によるはさまれ・巻き込まれ災害の防止、建設業は、高所作業

時における墜落制止用器具の適切な使用等を踏まえた墜落・転落災害の防止、陸

上貨物運送事業は、荷役作業時の５大災害（①墜落・転落、②荷崩れ、③フォー

クリフト使用時の事故、④無人暴走、⑤トラック後退時の事故）防止を重点に周

知・啓発並びに事業場への必要な指導等を行います。 
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（２）転倒災害を減少させるため、「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト茨城」（資料

６）を展開し、製造業及び第三次産業（小売業、社会福祉施設、飲食店等）を重

点業種として取り組むほか、建設業以外でも全業種にわたって最も多く発生して

いる墜落・転落災害については、業種横断的な取組みを行い、はしご、脚立等か

らの墜落防止措置の順守徹底等も踏まえた周知・指導を行います。 

（３）死亡災害が多発傾向にある交通労働災害を減少させるため、「交通労働災害防

止ためのガイドライン」の周知を図り、陸上貨物運送事業の労働災害防止団体等

とも連携し、疲労等による事故防止のための十分な睡眠時間を確保した走行計画

に基づく運行、危険予知訓練による危険回避能力の向上等により、交通労働災害

防止対策の効果的・効率的な周知・指導を行います。 

 

≪資料一覧≫ 

資料１ 死傷者数（休業４日以上）の推移（茨城） 

資料２ 平成30年 業種別・事故の型別 労働災害発生状況（茨城） 

資料３ 死亡者数の推移（茨城） 

資料４ 平成30年 業種別・事故の型別 死亡者数（茨城） 

資料５ 平成30年 死亡災害事例 

資料６ 「転倒災害」を防止しましょう！  

ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト茨城 

 


